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研究成果の概要（和文）：本研究では，札幌扇状地をモデル化し1921～2020年の100年間に至る地下水温度分布
の計算した結果，河川からの地下水涵養による冷水塊が市街地の井戸揚水によって下流へ誘導されることを示す
ことで，自然的要因と人為的要因が気候変動の影響を受けながら複合して地下温度場を形成する実態を明らかに
した。
また全国62流域の地下水流動シミュレーションに基づく地盤情報データベース化から，全国500mグリッドでの必
要地中熱交換器長さとして，地下水が豊富なわが国の地中熱利用ポテンシャルを明らかにした。
更にガウス過程回帰モデリングを適用することで任意の位置の必要長さを簡易推定する汎用化手法の開発に成功
した。

研究成果の概要（英文）：This study calculated spatial-temporal distributions of ground temperatures 
in an alluvial fan, Sapporo, Japan, during a one-century duration, 1921-2020, indicating that the 
low-temperature plume of groundwater moves from a losing section of a river in the alluvial fan 
downward to the center of the city due to extensive extractions of groundwater. The numerical study 
realized that the ground temperatures were affected by natural and artificial impacts in the long 
term.
This study also estimated the required lengths of a borehole heat exchanger in residence on a 
regular 500-m grid across the land of Japan, considering groundwater flow effects.
Finally, this study developed the regression models based on Gaussian processes as an efficient 
method to estimate the required length of the borehole heat exchangers at any location. This 
approach without computational costs is applicable in practice for the design and planning of 
ground-source heat pump systems.    

研究分野： 地盤環境エネルギー工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
わが国には豊富な地下水資源があり，特に地形勾配の大きい地域も多い。また都市部では井戸揚水が積極的に行
われ，それに伴う地下水流れも活発である。こうした自然的・人為的地下水流れの双方が複合するとともに気候
変動の長期的な影響を合わさり，都市部の地下温度分布が形成されることを示すことができた点に学術的価値が
ある。
また豊富な地下水流れに着目することで地中熱システムのコストの主要因である地中熱交換器長さをデータベー
ス化するとともに，回帰モデルによる簡易評価手法を開発した。これにより従来よりリーズナブルな地中熱設計
が可能となり今後，再生可能エネルギーである地中熱利用の更なる普及に繋がることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
 自然再生可能エネルギーの内，地中熱は深度 100 m 付近までに賦存する熱源であり，ヒート
ポンプを介して冷暖房や給湯，融雪に使用される。地中熱は安定した熱源ゆえ，ヒートポンプの
高効率運転が可能であり，省エネ効果が期待できる。特に地中熱はどこにでも賦存するエネルギ
ーのため，欧州並みの普及率で全国に導入が拡大すれば，大きな環境貢献効果が期待できると試
算されている（阪田ほか，2018）。一方，わが国は地質が複雑なため，地域によって地中熱利用
の適正（ポテンシャル）が異なる。特に地中熱需要のある都市の大半は，未固結土が厚い堆積平
野に位置し，土砂主体の地盤の有効熱伝導率は平均 1.5 W/(m・K)前後に留まり，岩盤が浅い欧
米での平均（3 W/(m・K)前後）の半分程度に過ぎない。このため，都市部で熱伝導効果のみで
地中熱を無尽蔵に利用するには限界がある。 
一方，わが国には地下に豊富な地下水が賦存することが注目される。地中熱交換器周辺で活発

に地下水が流れる地域は，移流効果によって採放熱量の向上が期待でき，地中熱利用ポテンシャ
ルが高い地域である。ただし地中熱交換器周辺に移流効果が現れるのは地下水流速 101～102 
m/y 以上の場合に限られる（葛ほか，2015）。このため，自然動水勾配が概して小さい平野に位
置する都市部では地下水による移流効果は期待できないと考えられてきた。また，平地に発達す
る都市では井戸が多数設置され，日常的に大量の揚水が行われている。こうした人為的な地下水
流れがある場に，地中熱交換器の性能向上が期待できることが近年，報告されている（Sakata 
et al., 2017; Fujii, 2018）。しかし，こうした人為的な地下水流れがどの程度の範囲，程度で各都
市の地中熱利用に効果を与えるか定量的に分析した研究はない。 
更に都市では地中熱を利用する建物や施設の規模や種類が多様であり，地中熱に求める効果

も省エネによる経済効果から CO2 排出量削減等の環境効果など様々である。また期待する目標
値も異なる。これまで様々な自治体や研究機関が地中熱利用ポテンシャルをマップとして示し
てきたが，それぞれ異なる手法，評価基準で作成され，統一されていない現状にある（NEDO, 
2017）。わが国の複雑な地質・地下水条件下において，任意地点において様々な評価基準・目標
値に対応した汎用性のある地中熱利用ポテンシャル評価が求められる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，地中熱利用が見込まれる都市部にて自然・人為双方の地下水流れを含めた地

下環境を数値再現し，開発した地中熱利用評価システムに組み込むことで，地中熱利用ポテンシ
ャルを明らかにすることである。ここで地中熱利用評価ポテンシャルを「地中熱の持続的に利用
でき，目標性能条件を満たす可能性」として定義し，全国各地点で条件を達成するために必要な
地中熱交換器規模（必要長さ）を示すことでポテンシャル評価を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）都市地下環境の数値再現 

地下水流動が活発でかつ都市が発達する代表地と
して，豊富な地下水を有する扇状地に立地し，人口
約 200 万人を抱える札幌市を選定し，都市が発達す
る 100 年間における気候変動も加味した地下熱環境
の数値再現を試みた。 

まず，気候変動下での地中温度変化を再現するた
め，地表から地下水面に至る熱フラックスを計算し，
地下水面付近での地下温度の推移を推定した。本研
究では，解析領域を土地利用の違いから 12 のブロッ
クに分け，それぞれにおいて地下水を供給する境界
条件として，地表面に蒸発散，表面流出を簡易水収
支に基づく涵養量を与えた。その際，積雪・融雪判
定は，既往研究の成果（阪田ほか，2017）を用いた。
この地下水面への涵養量を条件として，一次元不飽
和水分・熱輸送数値計算により札幌が都市として発達する前の 1921 年から現在 2020 年までの
100 年間に至る地下水面での温度分布を推定した。なお解析コードには Dtransu（岡山大学，三
菱マテリアル，ダイヤコンサルタント）を用いた。 

次いで，三次元地下水・熱輸送シミュレーションを行った。札幌扇状地を囲む 10km スケ―ル
での既往モデル（Koikzumi et al., 2018）から新たに水理地質基盤までの地質時代ごとに 5層

 
図-1 地下水・熱輸送数値モデル 

 



に分類したユニフォームドグリッド化した（図-1）。本研究で着目する都市での大量揚水に起因
する地下水流動場を再現すべく，井戸による揚水量を国交省深井戸資料台帳に記載の揚水井戸
を入力し，スクリーンに対応するメッシュを流量境界とし，解析期間中の揚水量の変化は人口と
の相関を仮定し設定した。解析エンジンは浸透流が MODFLOW2005，熱輸送が MT3DMS とし，物質
輸送と熱輸送のアナロジーに基づき物性値を設定した。境界条件として上記の地下水面での地
中温度とともに，札幌市を貫流する豊平川に沿って河川水位を与え，地下水の涵養源・流出源を
設定した。河川水位の実測のない期間の値は，実測と降水量との非線形回帰モデルから予測した。
なお地下水位および地中温度について，観測値と計算値の比較を行うことで，計算モデルの妥当
性を評価している。 

 

（２）地中熱利用ポテンシャルのデータベース化と汎用化 

本研究では，地下水流動を考慮した全国地中熱利用ポ
テンシャル評価を行うべく，人口の 90%をカバーする 63
流域（図-2）の地下水流動モデル（丸井ほか，2009）を
ベースに，地下水流速の再現性を高めるため，モデルの
1km 要素を 0.5 km 要素に細分化するとともに，各メッ
シュの透水係数分布を地質の分布確率の対数加重平均
法（阪田ほか，2018）により推定した。この地下水流速
と，既往研究による有効熱伝導率分布（Sakata et al., 
2018）を組み合わせることで，地中熱設計に必要な地盤
物性データベースを構築した。 

シミュレーションで計算される地下水流速場に対し，
わが国の平均延べ床面積（120 m2）を有する戸建て住宅
に地中熱暖冷房ヒートポンプシステムの導入を想定し
た場合での必要地中熱交換器長さをした。戸建て住宅
は，省エネ基準に基づく断熱性能を有するとし，暖冷房
を処理する熱負荷を夏季の室温が 27℃，冬季の室温が 22℃で一定とすることを想定して時刻別
に求め，その熱負荷に対し，既製品の地中熱ヒートポンプ（10 kW 級）を設置した場合での目標
平均成績係数（Seasonal Performance Factor: SPF）を SPF=4.0 を達成する必要地中熱交換機長
さを求めた。地中熱交換機は径 150mm にシングルＵチューブを挿入，砂利充填した仕様とし，北
海道大学環境システム工学研究室で開発した地中熱システム設計性能予測ツール Ground Club
を用いて地中熱交換機長さを 15 m ごとに 60m から 180m まで計算し，それぞれの SPF を求めた
うえで，SPF=4.0 を達成する必要地中熱交換機長さを全国 0.5 km グリッドで推定しデータベー
ス化した。 

南北に長いわが国では気候が地域によって大きく異なるほか，地質（有効熱伝導率）や地下水
流速の条件も大きく異なる。様々な気候・地盤条件の違いを踏まえた必要地中熱交換機長さデー
タベースを，任意の気候・地盤条件へ汎用化するため，緯度・経度（気候），その箇所での有効
熱伝導率と地下水流速を説明変数とする地中熱交換器規模を算定する回帰モデルを導出した。
本研究では，回帰モデルとして，通常よく用いられる単純線形モデルに加え，これら説明因子の
影響を非線形的に説明しうるガウス過程回帰モデルの適用性について比較した。 

 
４．研究成果 
（１）都市地下環境の数値再現 
 １次元不飽和水分・熱輸送計算を札幌市の土地利用変遷の異なる 12 ブロックに対して 1921～
2020 年期間で実施した 100 年間の地下水面での地中温度の推定結果を図-3 に示す。本図から，
地下水面における地中温度は日・季節変動を伴いながら 100 年間で 1～3℃上昇しているが，ブ
ロックによって変動幅や上昇率が異なることが示された。このように同じ年においても被覆率
や地下水面の深さ，透水性などの物性によって地表から地下へ伝わる熱輸送が異なり，かつこれ
が長期的な地下温度の上昇幅の違いに現れることが，本研究によって明らかとなった。 

図-2 解析を行った地下水領域 



 
図-3 地下水面における地中温度の 100 年（1921～2020 年）変化の推定 

 
図-4 に下流（扇端）A，中流（扇央）B，上流（扇頂）C における 60 年間（1961～2020 年）

における地下温度の推定結果である。下流 A においては，地下水温は深部では一定である
が中間では減少，表層付近では上昇している。この違いは，中間深度は都市部の開発によっ
て井戸揚水が増加したことによって相対的に温度が低い浸透した河川水の影響，表層部は
気候変動の進行に伴う地中温度の上昇が現れている。本研究により，札幌扇状地では，地下
水流動が活発な都市域では河川水からの地下水涵養という自然的要因に加え，都市の発達
に伴う井戸揚水という人為的要因の双方が複合的に関わり，更に長期的な気候変動を加わ
りながら，複雑な地下温度分布が形成されることが明らかになった。こうした自然的要因と
人為的要因の複合による地下温度形成は札幌扇状地に限らず，わが国の多くの都市あるい
は世界の各都市にも言えることであり，本研究ではその複雑な現象を数値的に再現するこ
とに成功しており，今後，他地域の地中熱利用を検討する上で本研究手法が応用されると期
待される。 

 

図-4 解析領域の下流から上流までで推定した深度ごとの地中温度の推移推定 
 
（２）地中熱利用ポテンシャルのデータベース化と汎用化 
 全国 62 流域の地下水流動場において，それぞれ 500 m 水平解像度に対して実施し，地中熱交
換器長さを評価した結果を図-6 に示す。必要地中熱交換器の長さは，熱負荷の大きい北海道で
長くなり，全国平均では 77.5 m（標準偏差 12.3 m）であった。地下水流れを考慮することによ
る削減長さはすべての評価点の平均をとると，わずか 3.4 m だが，地下水流速の速い地点に限れ
ば 10 m 以上の削減効果が，関東平野や大阪平野など，大都市圏でも期待できることが示される。 



 

図-6 必要地中熱交換器長さの全国推定結果 
（左：平均長さ，中央：削減長さ平均，右：ダルシー流速 20m/y 以上での削減長さ平均） 

 
 シミュレーションで得られた必要地中熱交換器長さ
と回帰モデルにより同じ地点で簡易推定した地中熱交
換器長さを比較した図を図-7 に示す。説明変数に対す
る線形回帰モデルではシミュレーションを再現できな
いが，ガウス過程回帰モデルを採用することで，精度
よくシミュレーションを再現できる。すなわち，任意
の位置に対し，地盤情報データベースから熱物性と地
下水情報を連動させて読み込ませることで，計算負荷
を要するシミュレーションをせずとも地中熱設計に重
要な地中熱交換器長さを見積もることができる。この
データベースの汎用化を今後，日本に限らず，世界各
地に適用し，地中熱設計におけるグローバルスタンダ
ードな手法として確立することが今後の研究課題とな
る。 
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図-7 必要地中熱交換器長さのシミュ
レーション結果𝐿∗と回帰モデルによる
推定結果𝐿∗の比較（黒：線形回帰モデ
ル，赤：ガウス過程回帰モデル） 
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